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足部柔軟性の再現性と妥当性に関する研究

一健常成人と障害高齢者における検討一
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早ノ

Reprod uci bili ty and validity of a foot flexibility measurement method 

: Evaluation in normal adults and elderly subjects with disability 

Shin MURATA1l*, Shuzo KUMAGAI2i and Akira TSUDA3i 

Abstract 

The purpose of this study was to evaluate the reproducibility and validity of our foot flexibility 

measurement method in 59 normal adults and 65 elderly subjects with disability living at home, and clarify 

the influences of age and disability on foot flexibility by comparing measurement values between the two 

groups. Foot flexibility did not differ between males and females, and the reproducibility was high (interclass 

correlation coefficient, 0.982). Foot flexibility was positively correlated with the ankle dorsiflexion angle (r = 
0.43) but not with trunk flexibility. The foot flexibility, ankle dorsiflexion angle, and trunk flexibility in the 

disabled elderly group were 41.0%, 62.3%, and 65.8%, respectively, of the value in the healthy adult group. 

This suggests that foot flexibility is more markedly affected by age and disability. The foot flexibility 

measurement method used in this study showed high reproducibility and validity. Since there was no 

correlation between foot flexibility and trunk flexibility, foot flexibility may be a parameter independent of the 

flexibility of the entire body. 
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緒 言

近年， 高齢者の転倒予防の観点から足趾および足底

機能の役割が注目され， 立位姿勢保持や転倒との関連

性が報告されている 1-6)．著者らは，これまでに 自作の

足把持力測定器を用いて7)，足趾・足底機能を足把持力

として定量的に評価 し，在宅障害高齢者の足把持力の

(Journal of Health Science, Kyushu University, 27: 49-55, 2005) 

低下が転倒の危険因子と なることを報告したりさら

に，足把持力に影響を及ぼす因子と して，足部柔軟性

と足部アーチ高率が重要であること も明らかにした豆

足部アーチ高の測定法については，舟状骨の高さ

（舟状骨粗面から床面までの垂線の長さ）を足アーチ

長（踵骨後面から第一中足骨骨頭までの長さ）で除 し

て求めた値を用いるのが一般的である 10)． しかし，足

部柔軟性についての測定法を明らかに した報告は，著
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者らが知り得た範囲では見当たらない．

柔軟性は，体力の重要な構成要素11)であるが，測定

法やその意義に不明確な点があり，整形外科や理学療

法の臨床場面で測定されることが少ないのが現状であ

る叫整形外科や理学療法領域では，柔軟性に変わる

用語として関節可動域が多く用いられている 12,13)．関

節可動域のテスト法はすでに確立されており 14,15)，各

種動作能力との関連性などについても報告されている

16-18). しかし，柔軟性についての確立された定義はな

く，研究者独自の定義が用いられている 12,13, 19)．例え

ば， Chandlerら19)は「柔軟性は筋や腱に対して，抵抗

なしに正常な運動範囲を関節が動く能力」と定義し，

鈴木13)は「動きにおける関節あるいは関節群の運動可

動範囲」と定義している．本研究では足部柔軟性を 「短

母趾屈筋，長母趾屈筋，虫様筋，短趾屈筋，長趾屈筋

の作用により起こる足の指節間関節，中足指節関節，

足根中足関節などの総合的屈曲運動可動範囲」と定義

した．

本研究の目的は，我々が考案した足部柔軟性の測定

方法を紹介し，その測定値の再現性と妥当性について

検討するとともに，健常成人と身体障害を有する高齢

者の測定値を比較することにより，足部柔軟性の加齢

や障害による影聾について検討することである．

対象と方法

対象者は，下肢に病的機能障害が認められなかった

M医療系専門学校に在学中の学生59名（男性30名，女性

29名，平均年齢21.7歳土1.7) ，および2カ所の通所リ

ハビリテーション施設に通所している65名（男性8名，

女性57名，平均年齢82.0歳士4.9)の障害高齢者であっ

た．なお，本研究で対象とした障害高齢者は，要介護

認定が要支援から要介護3と判定されている高齢者で

あった．ただし，障害は身体障害に限定し，精神障害

を有する者は除外した．また，対象としたすべての高

齢者が，測定に支障を来す知的障害は認められなかっ

た．

足部柔軟性測定値の妥当性については健常成人59名，

障害高齢者65名全員を対象に検討したが，測定値の再

現性については健常成人59名のうち，協力の得られた

29名（男性15名，女性14名）を対象に検討した．

1. 足部柔軟性の測定法（図1)

開始肢位は， 30cm定規をプラスチックシートに取り

付けた専用シート上に足底を罹き，足の踵後面を後壁

にしつかりと接触させる（図1-a)．測定は，専用シー

ト上で足長を測定（図l-b)した後，踵部を専用シート

から離れないことを条件に，足趾及び前足部を最大限

に屈曲させ，踵部からの距離を測定する（図1-C. 足

長からその距離を除いた値を足部柔軟性としたが，測

定値を足長で除して標準化した．

再現性を検討するため， 2回目の測定を翌日も しく

は2日後，測定が可能であった健常成人29名の右足部

を対象に，同様の方法で測定した．

2. 足関節背屈角度と体幹柔軟性の測定法

足関節背屈角度は，端坐位で膝関節を十分に屈曲し

た後， 自動運動による背屈角度を測定した．測定は基

本軸を排骨への垂直線，移動軸を第5中足骨として 15),

ゴニオメーターを用いて測定した（図2).

体幹の柔軟性は，長座体前屈をデジタル式長座位体

前屈測定器（竹井機器工業製）を用いて測定(cm)した．

3. 統計処理

抽出された足部柔軟性の再現性は，対応のあるt検

定及びテストー再テスト法による級内相関係数

(Intraclass correlation coefficient : ICC) を用い

て検討した．また，性差は対応のないt検定，足部柔

軟性と足関節背屈角度および体幹柔軟性との関連性は，

ピアソンの相関係数を求めて検討した． さらに，健常

成人と障害高齢者の測定値を比較するため，健常成人

の測定値を100として，障害高齢者の測定値を百分率

で表した．

4. 倫理的配慮

対象者には，研究の趣旨と内容について説明し，理

解を得た上で協力を求めたが，研究への参加は自由意

志であり，被検者にならなくても不利益にならないこ

とを十分に説明し，同意を得た後研究を関始した．な

お，データはコンピューターで処理し，研究の目的以

外には使用 しないこと及び個人情報の漏洩に注意し

た．

結果

1. 測定値の性差（表1)

性差を検討した健常成人における足部柔軟性，足関

節背屈角度，体幹柔軟性において，男女間に有意差は

認められなかった．身長，体重，足長にば性差が認め
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図 1 足部柔軟性の測定

a 測定姿位 ：安静立位で利き足の踵後面を後壁にしつかりと接触させる．
b 足長の測定 ：専用シート上で測定する（例は23cm) 

c 柔軟性の測定 ：踵部を専用シートから離れないようにして、足趾及び前足

部を最大限に屈曲し測定する（例は19cm)．得られた値を足長から除い

て足部柔軟性とした（例は23-19=4cm) 

この角度をゴニオメーターで計測

図2 足関節背屈角度の計測

端坐位で膝関節を十分に屈曲した後、自動運動による背屈角度を計測．

測定は基本軸を排骨への垂直線，移動軸を第5中足骨として、ゴニオメー

ターを用いて左右を測定（度）した．
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表 1 測定値の性差

男性 (n = 30) 女性 (n = 29) 

年齢（歳）

身長 (cm)

体重 (kg)

右足長 (cm)

左足長 (cm)

体幹柔軟性 (cm)

右足部柔軟性（％）

左足部柔軟性（％）

右足関節背屈角度（度）

左足関節背屈角度（度）

られ，男性の測定値が有意に大きかった．なお，年齢

には有意差は認められなかった．

2.足部柔軟性測定値の再現性

再現性を検討した健常成人29名の初回測定時の足部

柔軟性は平均3.7cm士1.1,2回目の足部柔軟性は平均3.6

cm土0.9であり， 2群間に有意差は認められなかった．

また， ICCは0.982であった．

3.足部柔軟性の妥当性（足関節背屈角度および体幹

柔軟性との関連） （表2• 3) 

各測定項目間の相関係数を健常成人（表2)，障害高

齢者（表3)別に表に示す．足部柔軟性は，足関節背屈

角度との間に有意な正の相関（健常成人：右側r= 0.51 

(p<O.O 1)，左側r=0.50(p<0.01)，障害高齢者：左右

ともr=0.43(p<0.01))が認められた．足部柔軟性と

体幹柔軟性との間には有意な相関は認められなかった．

また，足関節背屈角度と体幹柔軟性との間にも，有意

表2 各測定項目間の相関分析 (n= 59) 

21. 7土1.9 

21. 7±1. 10 

68. 1土9.1 

25. 1土1.0

25.2土1.1 

43. 9土12.9

18.6土5.3 

17.2土5.2 

19.3士7.6

18.8土6.4

21. 1上1.4 

21. 1±1. 5** 

50.0土3.4**

22.9土1.O** 

22.8上0.9** 

45.8土9.9

18. 7土6.7 

18.9上5.6

20.8士5.7 

20.9土5.7 

な相関は認められなかった．

4. 健常成人と障害高齢者の測定値の比較

対象とした障害高齢者65名の測定値と健常成人59名

の測定値を比較した．障害高齢者の体幹柔軟性は，平

均29.5cm土9.7であり，健常成人の平均値44.8cm士

11.6の65.8％であった．足関節背屈角度は，障害高齢者

の左右平均値は12.4度士7.0であり，健常成人の左右平

均値19.9度土6.4の62.3％であった．足部柔軟性につい

ては，障害高齢者の左右平均値が7.5％土3.7であり，健

常成人の左右平均値18.3％土5.6の41.0％であった．

考察

柔軟性は，関節を動かした際の身体部位の距離や関

節の角度を指標として表されることが多い 11.12)．本研

究では，足趾や前足部を屈曲した際の移動距離を指標

として，足部の柔軟性を表現した．

体幹柔軟性 足部柔軟性（右） 足部柔軟性（左） 足関節背屈角度（右）

足部柔軟性（右） 0.20 

足部柔軟性（左） 0.23 0.84** 

足関節背屈角度（右） 0.23 0.51** 0. 40** 

足関節背屈角度（左） 0.07 0.32* 0. 50** 0. 66** 

Pearson's correlation coefficient **p<0.01 *p<0.05 
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表3 各測定項目間の相関分析 (n= 65) 

体幹柔軟性 足部柔軟性（右） 足部柔軟性（左） 足関節背屈角度（右）

足部柔軟性（右） 0.01 

足部柔軟性（左）

足関節背屈角度（右）

足関節背屈角度（左）

3

0

6

 

0

0

0

 

．

．

．

 

0

0

0

 

0.48** 

0.43** 

0.35** 

0.29* 

0.43** 0.65** 

Pearson's correlation coefficient **p<0.01 *p<0.05 

健常成人59名の測定値は，｛本幹柔軟性の指標とした

長座体前屈が平均44.8cm,足関節背屈角度が平均19.9

度であった．文部科学省スポーツ・青少年局の体カ・

運動能力調査報告書 (2002) 20)によれば， 20歳から24

歳までの長座体前屈の平均値は，男性45.0cm,女性

45. l cmであり，今回の調査結果と近似した値であった．

また，足関節背屈角度における正常値の参考可動域は

15度か ら20度であり 21)，今回の結果も正常範囲といえ

る．

男女差については，身長，体重，足長に有意差が認

められたが，体格における性差は周知の事実であり，

矛盾しない結果であった．また，長座体前屈と足関節

背屈角度においで［生差を認めなかった．これは，先行

研究20.21)を追認する結果であった．

これ らの ことか ら，今回測定 した健常成人の測定値

は，信頼できる値が抽出されたと推察できる．健常成

人の足部柔軟性は平均18.3％であり，性差を認めなか

ったが，本研究で測定した測定値が足部柔軟性の一応

の基準値になり得ると考えられた．

足部柔軟性測定値の再現性を検討するために測定 し

た，健常成人29名における2回の測定値は， ICC=0.982 

であり， ICCによる再現性の解釈 (0.7以上が普通， 0.8

以上が良好， 0.9以上が優秀） 22)に基づくと，測定値の

再現性は 「優秀」であった．

足部柔軟性測定値の妥当性を検討するため，健常成

人59名と身体障害を有する高齢者65名を対象に，足関

節背屈角度および｛本幹柔軟性と 比較 した．その結果，

健常成人および障害高齢者の足部柔軟性と足関節背屈

角度に，左右と も有意な正相関が認められ，本方法で

測定 した足部柔軟性の妥当性が認め られた．

しかし，体幹柔軟性とは，健常成人，障害高齢者の

足部柔軟性測定値と有意な相関を認めなかっ た．本研

究における体幹柔軟性は，長座体前屈を指標としたが，

長座体前屈の測定は， Curetonが1941年に水泳選手の基

礎的身体能力の指標として用いられたことより始まる

23)． さらに， 1970年代に入り， 日本を含めた世界各国

に普及したテスト法である 23). しかし，近年の報告で

は，長座体前屈の測定は，上下肢の長さや足部の固定

などにより影響を受けやすいとの報告や，長座体前屈

と歩行速度などの運動能力とは，相関関係が認められ

ないなどの間題点が指摘されている 12)．今回，足部柔

軟性と長座体前屈との間に相関関係が認められなかっ

たことは，足部柔軟性が必ず しも身体全体の柔軟性を

表す指標にはなり得ないことを意味する．一方，長座

体前屈と足関節背屈角度との間にも相関関係を認めな

かったことより，長座体前屈が足部柔軟性の併存的妥

当性を検討する指標として適当でなかったのかもしれ

なし‘・

本研究では，健常成人と障害高齢者の測定値を比較

することにより，足部柔軟性の加齢や障害による影響

について検討した．健常成人の比較対象を障害高齢者

としたのは，身体の柔軟性は加齢とともに減少が認め

られるが，筋収縮力の加齢変化 (65歳で成人期の3分の

2) 24)に比べ減少率は少ない． 文部科学省スポーツ・青

少年局 (2002)の調査では，後期高齢者の柔軟性は成人

期の80％強を有していること が報告されている20)．また，

著者の経験的にも健常高齢者の足部柔軟性は比較的良

好であったことから，健常成人と障害高齢者の測定値

を比較することと した．その結果，障害高齢者の足部

柔軟性は，他の測定値と比較 して最も低下していた．

この理由については明らかにできないが，高齢者の立

位姿勢は，特有の前傾姿勢により足圧中心の位囲に比

ベ重心線は後方にシフトしている25)．ま た，歩行時に

おいても60歳から65歳を境に，軽度屈曲姿勢といわゆ
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る老人性歩行が特徴として現れると報告されている26).

これら高齢者特有の現象により前足部への加重が不十

分となり，廃用性の柔軟性低下を引き起こしているの

ではないかと推測された．

今回の結果から，本研究による足部柔軟性の測定方

法は再現性に優れ，妥当性のある測定方法であること

が認められた．一方，足部柔軟性と体幹柔軟性との間

に相関関係が認められなかったことより，足部柔軟は

身体全体の柔軟性とは独立した指標であることが示唆

された．また，高齢者転倒の危険因子である足把持力

の低下との関連が指摘されている足部柔軟性の低下は，

障害高齢者に発生し易いことが示唆された．

本研究の限界と今後の課題

本研究によって，足部柔軟性測定値の再現性と妥当

性については確認された． しかし，足部柔軟性の加齢

や障害による影響についての検討には課題が残った．

健常成人と障害高齢者の測定値のみの比較では，その

機能の低下が加齢によるものなのか，障害に起因する

ものなのか明らかにできない．今後，健常な高齢者な

どを含めた各年代別の比較検討が必要である．また，

障害高齢者に限定したため男性の対象者が極端に少な

く，障害高齢者における測定値の性差についての検討

ができなかったことも本研究の限界であった．
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